
利用規約 

 

本規約は、株式会社 AndTech（以下「甲」という）が運営する本サイト上で提供されるサ

ービスの乙および本サイトにてマイページ機能を使用する顧客登録者（以下「乙」という）

と甲が、甲の提供するセミナー商品、出版物、サービスの各種商品全般に関する甲乙間の

取引に適用されるものです。乙は、以下の利用規約にご承諾いただいたことになります。 

 

第 1条（本規約の目的および適用） 

甲が運営する本サイト上で提供するサービスについての利用規約（以下「本規約」とい

います。）は、甲が運営する本サイトの閲覧を含み、本サイトを利用し、あるいはその他

の手段（ダイレクトメール、チラシ、パンフレット、電子メール案内）を用いて、甲が乙

に対し提供する一切のサービスの乙に適用されるものとする。 乙は、本規約の内容を十分

理解した上でその内容を遵守することに同意して本件サービスを利用するものとし、本件

サービスを利用した場合には、乙は本規約の内容をご承諾したものとみなします。 

 

第 2条（利用規約の変更） 

１．甲は、甲の裁量で本規約を随時変更できるものとする。  

２．本規約を変更する場合は、甲は、事前に本サイトに本規約を変更する旨および変更

後の本規約の内容ならびにその効力発生時点を本サイト上の弊社プレスリリースページに

て掲載する。 また、変更した本規約は、変更後の本規約の効力発生時点より効力が生ずる

ものとする。 

３.本サイトに変更後の本規約を掲載した後に本件サービスを利用した乙は、当該変更

に同意したものとみなする。 

 

第 3条（定義） 

  この利用規約において使用される用語の定義は、次のとおりとする。 

１．「本件サービス」とは、乙が甲に提供する商品ないしサービス全般（セミナー、出版

物、有料職業紹介サービス、顧客主催講演会の企画・事務局代行サービス、各種コン

サルタント派遣サービス等）をいう。 

２．「セミナー」とは、甲が主催するセミナーないし甲が業務提携を行い販売する他社主

催セミナーをいう。 

３．「出版物」とは、甲が発行する出版物ないし甲が業務提携を行い販売する他社が発行

する出版物を云う。 

４．「有料職業紹介サービス」とは甲が提供する「有料職業紹介事業(事業許可番号：14

－ユ－301810)」をいう。 

５．「顧客主催講演会の企画・事務局代行サービス」とは乙が主催する講演会の企画・営

業代行・運営・受付業務全般の事務局代行サービスを甲が請け負って行うサービスを

いう。 

６．「各種コンサルタント派遣サービス」とは甲が乙へ提供する社内研修およびコンサル



ティングサービス（技術指導、講演、研修、調査報告）をいう。 

７．「講師」とは甲が主催するセミナー、各種コンサルタント派遣サービスにおいて、甲

の委託を受けてサービス業務を代行するものをいう。 

８．「著者」とは甲が発行する出版物、各種コンサルタント派遣サービスにおいて提供さ

れる著作物に関して甲の依頼を承諾して著述したものをいう。 

９．「顧問」とは甲の依頼を受け、各種コンサルタント派遣サービスにおいて業務委託を

承諾したものをいう。 

 

第 4 条 利用者（乙）情報の利用 

本件サービスの利用に関連して甲が知り得た乙の個人情報について、甲は、別途定める

プライバシーポリシーの考え方に従って管理し、これを利用できるものとします。 

 

第 5条（適用範囲） 

 本規約は、特別の定めのない限り、甲乙間の本サイトで利用されるすべての商品およ

びサービスに適用されるものとする。 

 

第 6条（本件サービスの成立） 

本件サービスは、乙が甲の運営する本サイト上で購入する特定の本商品および本件サ

ービスを注文し、甲がこれを承諾することにより、成立する。 

 

第 7 条 マイページ機能と本件サービスの利用停止、乙の顧客登録抹消および剥奪 

甲は、乙が以下の各号いずれかの事由に該当すると判断した場合、乙に対して、何ら通

知等することなく、本件サービスの利用を一時的に停止すること、 登録情報の全部または

一部を削除すること、甲登録を抹消すること、もしくは乙のマイページ顧客としての資格

を剥奪し以降の一切の利用を禁止することができるものとする。 

１ 本規約に違反した場合 

２ 以前登録を抹消された者、もしくは利用を拒否した者が登録していた場合 

３ 乙からの本件サービスの利用に関する改善等の要請に対応しない場合 

４ 登録された連絡先に乙が連絡したにもかかわらず、相当な期間応答しない場合 

５ その他乙が本件サービスの甲としてふさわしくないと判断した場合 

 

第 8 条（禁止事項） 

１ 乙は、甲が主催するセミナーに受講後、甲から講師の名刺ないし連絡先（所属組織、

所属事務所等）を受領後、講師との間で、セミナーで知り得た内容への質問、議論、

それに付随する問い合わせ以外で、講師自身へのプライバシー侵害にあたる連絡・

示唆・勧誘を直接または第三者を通じた行為、また、その危険のある行為をしない。 

２ 乙は以下の権利を侵害する行為および違反する行為をしない。 

（１）講師、著者、顧問、第三者の権利（財産権、知的財産権、著作権、プライバシ

ー権、氏名権、肖像権、名誉等）を侵害する行為。 



（２）講師、著者、顧問、第三者の企業機密等を漏洩するなど、守秘義務に違反する

行為 

（３）乙が所属する法人等の内部規則等に違反する行為 

４ 甲から乙への適切な本件サービスの実施を妨げる行為 

（１）乙の本人確認が行えず、本件サービスの請求業務に支障がでる恐れのある顧客 

情報の甲の本サイト上におけるマイページ顧客登録・投稿・表示する行為。 

（２）複数のメールアドレスを介してマイページ顧客情報を登録する行為 

（３）乙のマイページ顧客情報登録後、乙以外の第三者に甲の本件サービスを利用さ

せる等不正な利用行為 

５ 本件サービスの利用時に発生する甲から請求されるセミナーの受講料、出版物の

代金、有料職業紹介サービスおよび顧客主催講演会の企画・事務局代行サービスお

よび各種コンサルタント派遣サービスにおけるサービス費用および甲が立て替えた

諸費用の金員を支払わずに本件サービスを利用ないし実施する行為。 

  ６ 以下の目的による本件サービスの利用および甲、講師、著者、顧問への連絡を禁

止する 

（１）政治的または宗教的思想を含む情報を提供、または勧誘する行為 

（２）ネットワークビジネス、マルチ商法、ねずみ講に該当する行為またはそれらへ

の勧誘行為、商品販売もしくは、結婚紹介、出会い系サービスに該当する行為ま

たはそれらなどへの勧誘行為 

（３）国が定めた規制および当該事業を利用した不正勧誘行為の禁止に誘導ないし違

反する行為 

（４）本サイトを利用したアフィリエイト誘導、目的に合致しないリンクの貼付け行

為 

（５）法令、公序良俗に反する行為、そのおそれがある行為 

 

第 9条（セミナーの延期または中止の場合の措置、受講料の返金） 

１ セミナーを延期または中止する状況が発生した場合には、その理由の如何を問わず、

甲は乙に速やかに連絡する。 

２ セミナーの延期または中止の決定後、それまでに乙がセミナー参加にあたって負担

した諸費用（乙の交通チケット料、宿泊料、会場予約料等のキャンセル料、振込手数

料）は、甲が一切を負担しないものとする。 

３ 甲は、セミナーの延期または中止の決定後、乙が甲の指定する銀行口座に振り込ん

だセミナーの受講料を、翌月末日までに乙の指定する銀行口座に振り込んで返金手続

きを行う。返金手続きで発生した振込手数料は甲の負担とする。 

４ 甲は、セミナーの延期または中止の決定後、乙が Stripe 社の提供するクレジットカ

ード決済サービスを利用して、セミナー受講料を支払った場合においても、前項に従

い、翌月末日までに乙の指定する銀行口座に振り込んで返金手続きを行う。返金手続

きで発生した振込手数料は甲の負担とする。 



 

第 10 条 出版物または著作物を提供するサービスの購入 

1. 乙は、本件サービスを利用して甲より出版物または著作物を提供するサービス（以下「資

料」といいます）を購入することができる。 

2. 乙は、本サイトを通して資料の購入ないしサービスを利用する場合、甲が指定する方法

に従って購入またはサービスの利用を申込むものとする。乙は、申込み内容につき真実

かつ正確なデータを入力し、送信するものとする。 

3. 前項の申込に対して、甲が承諾ないし受注する場合、乙が記入あるいはマイページに登

録した電子メールアドレス宛に承諾ないし受注する旨を電子メールをもって発信する。

乙は、甲が発信した承諾ないし受注を確認するメールを受信・確認するものとする。 

4. 前項の申込に対して、甲が乙の承諾ないし受注する旨の電子メールを確認した時点で、

当該資料ないしサービスに関する売買契約が成立するものとする。ただし、メールアド

レスの入力間違いやサーバ等のトラブルによってメールが届かない場合は、この限りで

はない。 

5.前項に従い、必要に応じて、甲は電話、FAX によって乙に承諾ないし受注する旨の連絡

を行い、乙は電子メール、FAX、文書によって受注を確認した旨の連絡を必ず行う。甲

が受注確認の連絡を確認した時点で、資料ないしサービスに関する売買契約が成立する

ものとする。 

6.前項の規定に拘わらず、本件サービス利用に関して不正行為もしくは不適当な行為があ

った場合、または甲指定の運送会社等から与信不履行等の旨の連絡があった場合、甲は、

売買契約を取消もしくは解除、履行停止その他適切な措置を取ることができる。 

7. 本件サービスにおける資料の配送は、特別の合意がなき限り、日本国内に限るものとす

る。 

8. 本件サービスにおける資料の配送は、海外に在住する乙の求めに応じて、甲が受注した

場合に限り、配送費用を甲・乙協議のうえに定め、原則、乙が海外配送費を負担するも

のとする。 

 

第 11 条 決済方法 

1. 資料のお支払い金額は、商品購入代金、配送費および消費税の合計となる。 

2. 本件サービスによって購入された資料の支払いに関しては、甲が認める支払方法による

ものとする。 

 (1) 個人でご購入される場合は、「クレジットカード払い」のみでのお支払いとする。 

 (2) 法人・企業でご購入される場合は、「請求書払い」、「クレジットカード払い」の 2 つ

から選択して支払うものとする。 

 

第 12 条 資料の返品 

1. 「特定商取引に関する法律」に基づき、通信販売（セミナー、各種コンサルティングサ

ービス）にクーリングオフは適用されない。乙の都合による甲出荷後の返品および交換

はできないものとする。ただし、配送された資料が注文の内容と異なっている場合や、

配送中の破損・汚損が発生した場合には、正当な資料への交換を行う。 



2. 甲の都合により正当な資料への交換ができない場合は、すでに支払われた資料の購入代

金、消費税および配送費の合計額を返還するものとする。 

3. 「特定商取引に関する法律」に基づき、資料のうち、甲が発行する出版物（商品番号

AND001 以降、EM001 以降の書籍商品として販売されたもの）および甲が業務提携を

行った他社発行の出版物においてはクーリングオフを適用するものとする。 

4.前項に従い甲が発行する出版物のクーリングオフを適用後、返品された当該資料につい

て複写による折れ、破損・汚損を発生・確認した場合は、乙に販売価格と同額の弁償費

用を甲は請求できるものとする。 

 

第 11 条 資料に関する免責 

1. 甲は、乙がマイページ登録している連絡先へ連絡すること、および資料の購入の際に指

定した送付先に商品を配送等することにより免責されるものとする。ただし、甲の故意

または重過失の場合は除く。 

2. 甲は、配送先不明等によるトラブルによって乙への商品引渡しができず、配送日から 7

日間を経過した場合は、当該ご注文の売買契約を解除できるものとする。 

3. 甲は乙が注文した資料について、品切れや入手不可能となった場合、乙より当該注文を

解除できるものとする。但し、複数冊の注文があった場合、その一部の資料が手配不可

能となった場合は、その資料のみ注文を解除するものとする。 

4. 甲は、本件サービス上での商品説明あるいは表記については、できる限り正確性を期す

が、正確性、完全性、最新性等に一切誤りがないことを保証するものではない。現状と

異なる表記があった場合は現状を優先する。 

 

第 12 条 セミナーに関する免責 

1. 甲は、乙がマイページ登録している連絡先へ連絡すること、および WEB で行われるセ

ミナーのお申込みの際に指定した連絡先に電子メールで受講票、請求書、電子セミナー

テキスト、WEB 講座に必要とされる参加 URL 等を連絡することにより免責されるもの

とする。ただし、乙の故意または重過失の場合は除く。 

2. 甲は、乙がマイページ登録している連絡先へ連絡すること、および会場で行われるセミ

ナーのお申込みの際に指定した連絡先に受講票、請求書、セミナーテキスト等を送付す

ることにより免責されるものとする。ただし、乙の故意または重過失の場合は除く。 

3.甲は、乙の故意またはサーバーによる容量不足、過失等による電子メールの受信内容の

不明等によるトラブルによって甲から乙への参加方法の連絡ができず、セミナー開催日

当日を経過した場合は、当該ご注文の売買契約は成立しており、当該セミナー受講料を

利用規約に従い請求できるものとする。 

4. 甲は乙が申込したセミナーについて、定員となった場合、乙より当該セミナーの申し込

みを解除できるものとする。 

5. 甲は、本サイト上での商品説明あるいは表記について、できる限り正確性を期すが、正

確性、完全性、最新性等に一切誤りがないことを保証するものではない。乙から甲へ内

容の差異によるクレームがあっても甲は一切の返金等の補償は行わないものとする。ま

た現状と異なる表記があった場合は現状を優先する。 



 

第 13 条クーポン利用 

本件サービスにおいて当社が提供するクーポン(以下「クーポン」といいます)は、以下に定

めるとおりとします。 

   １ 「自社クーポン」：甲が発行するクーポンであって、本サイトにおいて使用す

ることができるものをいう。 

２ 乙が自社クーポンによって受けることができるサービスの内容、自社クーポン

の有効期間、利用条件、その他の諸条件等は、甲が定めるものとし、乙はクーポ

ンを受領する都度これらを確認の上、クーポンを利用するものとする。 

３ 会員が、クーポンごとに定められている付与条件を充足した場合、甲は会員に

対してクーポンの付与を行う。 

４ 甲は、甲所定の方法により、乙が保有するクーポンの付与条件及び内容(乙がク

ーポンによって受けることができるサービスの内容、クーポンの有効期間、利用

条件、その他の諸条件等)を乙に本サイトまたは甲から送信される電子メール等に

よって告知する。 

５ 乙は、保有するクーポンを他のマイページ登録を行った第三者に譲渡または質

入れしたり、クーポンを共有したりすることはできない。ただし、別途、甲が認

める場合はその限りではない。 

６ 乙が以下の各号のいずれかに該当すると判断した場合、甲は乙に事前に通知す

ることなく、乙が保有するクーポンの一部または全部を取り消すことができる。 

(１)甲がクーポンを付与した後に、乙が当該クーポンについて付与条件を充足し

ていないことが明らかとなった場合 

(２) 乙に違法または不正な行為があった場合 

(３)本規約、総合利用規約、その他当社が定める規約、ルール等に違反があった場

合 

(４)その他乙が甲に付与されたクーポンを取り消すことが適当と判断した場合 

７ 乙は、保有するクーポンの内容に応じ、甲所定の方法により、本サイトにおいて

乙が提供を受ける商品または本件サービスの決済代金(送料、手数料及び消費税を

含みます。以下同じ)の全部または一部の支払い(以下「決済」といいます)にこれ

を利用することができる。 

８ 甲は、前項のクーポン利用の対象となる商品またはサービスを制限し、またはク

ーポンの利用に条件を付す場合がある。 

９ 乙は、クーポンを利用せずに決済を完了した場合、決済後に乙は決済の対象とな

る甲に対してクーポンを利用した決済を請求することはできない。 

１０ 乙は、クーポン利用の取消しまたはクーポンを利用した決済の対象となった取

引の取消し若しくは変更を希望する場合には、当該決済の対象となった甲との間

で直接これを解決するものとする。この場合において、甲は、クーポンの返還、



再発行またはクーポン利用分の代金額の返金等を行わない。なお、クーポンの内

容または利用条件として別途定めのある場合はこれに従うものする。 

１１ クーポンを決済に利用するに際し、当該クーポンによって受けられる値引き、

その他の利益の額が決済代金を上回る場合でも、乙は、甲に対して、当該クーポ

ンによって受けられる値引き、その他の利益の額と決済代金の差額の返金(現金、

ポイント、クーポン等の媒体を問いません)または追加での商品若しくはサービス

の提供を請求することはできないものとする。 

  １２ 乙は、いかなる場合でもクーポンを換金することはできない。 

  １３ 乙はクーポンの取得、利用、特典との交換等に伴い、乙に税金または付帯費用

が発生する場合には、乙の費用と責任でこれらを負担及び処理するものとし、

甲は一切関知せず、責任を負わないものとする。 

  １４ 乙が本サイト上で本件サービス利用者の地位を喪失した場合には、保有するク

ーポンはすべて失効し、クーポンを決済に利用する権利、特典と交換する権利、

その他本サービスの利用に起因しまたは関連する一切の権利を失うものとし、

また当該喪失を原因として甲に対して何らの請求権も取得しないものとする。 

１５ 乙が、クーポンごとに定められる有効期間内（発行日より一年）に当該クーポ

ンを利用しない場合、当該クーポンは自動的に消滅する。 

１６ 甲は、取り消されまたは消滅したクーポンについて、再発行、損害賠償、そ 

の他名目および方法を問わず、一切責任を負わない。 

 

第 14 条（反社会的勢力の排除） 

１ 甲は、乙に対して、次の各項について表明し、保証する。 

（１）自らまたは自らの役員および従業員に暴力団、暴力団関係企業、総会屋等

の反社会的勢力（以下総称して「反社会的勢力」といいます。）の構成員がい

ないこと。 

（２）反社会的勢力の構成員が自らの経営に実質的に関与していないこと。 

（３）取引先に反社会的勢力（実質的に関与している者等含む）が存在しないこ 

と。 

（４）反社会的勢力に対して資金を提供または便宜を供与する等、反社会的勢力 

の維持運営に協力、関与していないこと。 

（５）自らまたは自らの役員が反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有 

していないこと。 

２ 甲は、乙に対して、直接または第三者を利用して次の各号に該当する行為を

行わないことを表明し、保証する。 

（１）脅迫的な言動または暴力行為 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為 

（３）インターネット、メディア、SNS 等を利用した風説を流布し偽計または 



威力を用いて乙の信用を毀損する行為 

（４）乙の業務を妨害する行為 

（５）その他前項に準ずる行為 

３ 乙は、甲が前一項ないし前二項に違反した場合、甲に何ら事前の催告をする 

ことなく、本件サービスおよびそれまで乙が利用していたマイページ機能の   

利用を停止・登録解除することができるものとする。 

４ 乙は、前項に基づき、本件サービスの利用を停止・登録解除した場合、甲に

損害が生じてもその賠償責任を負わないものとする。 

 

第 15 条 本サイト、本件サービスの中断、停止または終了 

乙は、以下の各項のいずれかのトラブル、事故、事態が発生した場合、甲および本

件専門家に事前に通知することなく、本サイト、本件サービスの中断もしくは停止、

終了を行うことができるものとする。 

１ 本サイトに関するシステム保守 

２ 停電、火災および天災、サイトの炎上等の不可抗力により本サイト、本件サービス

が提供できなくなった場合 

３ その他、止むを得ず乙が必要と判断した場合 

 

第 16条（裁判管轄） 

１ 日本国内における企業間の本規約に関する訴訟については、東京地方裁判所ま

たは横浜地方裁判所を第 1 審の専属的管轄裁判所とすることに同意する。 

 

以上 

 

2022年 7 月 31日 制定 

株式会社 AndTech 


